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Ⅰ 「新かながわグランドデザイン 評価報告書2024」について 

１ 趣旨 

令和６年３月に策定した「新かながわグランドデザイン 実施計画」に

係る取組状況について政策評価を行い、その結果を公表するとともに、県

民からの意見を募集し、寄せられた意見を政策運営の改善に活用するため、

「新かながわグランドデザイン 評価報告書2024」を作成する。 

２ 経過 

・ 令和６年11月22日開催の総合計画審議会で「新かながわグランドデザ

イン 実施計画」の進行管理について審議し、了承された。

・ 令和７年６月６日開催の総合計画審議会で令和６年度の評価結果につ

いて整理した「新かながわグランドデザイン 評価報告書2024」を審議

し、了承された。

３ 特徴 

・ 県の重点施策を分野横断的に取りまとめた13のプロジェクトについて、

県の事業部局による一次評価を行い、その上で、政策評価の客観性を確

保するため、総合計画審議会が第三者の立場から二次評価を行った。

・ 各プロジェクトの進捗状況について、毎年度の目標値を設定している

ＫＰＩの達成状況に加え、事業の取組状況、関連する統計データ、指標

の動向や社会環境の変化などを踏まえ、総合的に分析を行った。

  なお、関連する統計データは、ロジックモデルを意識した上で、でき

る限り、全国や他団体との比較が可能なデータを選定した。 

・ 県民に分かりやすく示すため、「順調に進んでいる」、「概ね順調に進ん

でいる」、「やや遅れている」、「遅れている」の４段階で、評価結果を示

すとともに、今後対応が求められる課題や対応の方向性を整理した。
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４ プロジェクトの最終評価結果（総合計画審議会による二次評価） 

13のプロジェクトのうち、プロジェクト全体の進捗状況が「順調に進ん

でいる」は５、「概ね順調に進んでいる」は７、「やや遅れている」は１、

「遅れている」は０であった。 

No. プロジェクト名 二次評価 

テーマⅠ 希望の持てる神奈川 

１ 子ども・若者 概ね順調に進んでいる 

２ 教育 順調に進んでいる 

３ 未病・健康長寿 概ね順調に進んでいる 

４ 文化・スポーツ 概ね順調に進んでいる 

５ 観光・地域活性化 順調に進んでいる 

テーマⅡ 持続的に発展する神奈川 

６ 経済・労働 順調に進んでいる 

７ 農林水産 順調に進んでいる 

８ 脱炭素・環境 概ね順調に進んでいる 

テーマⅢ 自分らしく生きられる神奈川 

９ 生活困窮 概ね順調に進んでいる 

10 共生社会 やや遅れている 

テーマⅣ 安心してくらせる神奈川 

11 くらしの安心 概ね順調に進んでいる 

12 危機管理 順調に進んでいる 

テーマⅤ 神奈川を支える基盤づくり 

13 都市基盤 概ね順調に進んでいる 

 

５ 公表 

 ・ 今後、評価報告書の内容を公表、県民の意見を募集（令和８年１月31

日まで）し、寄せられた意見等を計画推進の参考にする。 

・ 評価報告書は、県のホームページで公表するとともに、県政情報セン

ターや地域県政情報コーナーで閲覧できるようにする。 

・  また、概要版を県政情報センター、県主催イベント、コンビニエンス

ストアなどで配布する。 

 

＜参考資料１＞ 

新かながわグランドデザイン 評価報告書2024 
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【参考】総合計画審議会の評価結果一覧 ＜「参考資料」参照＞ 
 

テーマ プロジェクト名 総合計画審議会による二次評価のポイント 

Ⅰ
 

希
望
の
持
て
る
神
奈
川 

1  子ども・若者 

概ね順調に進んでいます。 
待機児童問題については、過去から継続して取り組んでいるに

も関わらず、未だ解消に至っていないため、今後の動向を注視す
る必要があります。一方、子育てしやすい環境づくりの推進や、
保護者の目線に立った子育て支援情報の発信といった取組が予
定どおり進捗していることなどから、県の一次評価は妥当であ
り、「概ね順調に進んでいる」と評価します。 

2  教 育 

順調に進んでいます。 
キャリア教育やグローバル人材の育成に向けた取組が予定ど

おり進捗していることなどから、県の一次評価は妥当であり、「順
調に進んでいる」と評価します。 

3  未病・健康長寿 

概ね順調に進んでいます。 
「「かながわ治療と仕事の両立推進企業」認定企業数」や「心

血管疾患リハビリテーション実施件数」などが目標に達していな
いが、関連する統計データの「がん検診受診率」が増加傾向にあ
り、がん対策の推進が図られていることや「チームオレンジ」の
設置数が増加し、認知症とともに生きる社会づくりといった取組
が予定どおりに進捗していることなどから、県の一次評価は妥当
であり、「概ね順調に進んでいる」と評価します。 

4 文化・スポーツ 

概ね順調に進んでいます。 
スポーツ実施率にかかわる指標は現況値を下回っていますが、

文化芸術の鑑賞・発表機会の提供に係る取組が予定どおり進捗し
ているほか、「県民スポーツ月間の参加者数」が増加しているこ
となどから、県の一次評価は妥当であり、「概ね順調に進んでい
る」と評価します。 

5  
観光・ 

地域活性化 

順調に進んでいます。 
移住・定住の促進における施策では、都心回帰の傾向が強まっ

ているなどの課題が残っていることから県による一次評価では
「概ね順調に進んでいる」としているものの、「移住・定住関連
のウェブサイトのページビュー数」などが目標に達しているこ
と、また、観光の振興に向けた取組が予定どおり進捗しているこ
となどから、「順調に進んでいる」と評価します。なお、移住・
定住については、今後の都心回帰の傾向を注視する必要がありま
す。 

Ⅱ
 

持
続
的
に
発
展
す
る
神
奈
川 

6  経済・労働 

順調に進んでいます。 
「さがみロボット産業特区」の取組や県外・国外からの企業誘

致といった取組が予定どおり進捗していることなどから、県の一
次評価は妥当であり、「順調に進んでいる」と評価します。 

7  農林水産 

順調に進んでいます。 
「スマート農業技術の導入経営体数」や、農地集積といった生

産性を高める取組が予定どおり進捗していることなどから、県の
一次評価は妥当であり、「順調に進んでいる」と評価します。 

8  脱炭素・環境 

概ね順調に進んでいます。 
県内の温室効果ガスの排出量は減少傾向にありますが、このま

まの削減ペースでは 2030 年度の目標達成は困難であり、今後の
動向を注視する必要があります。一方、「新車乗用車販売数に占
める電動車の割合」が増加傾向で人流・物流の脱炭素化の取組や、
県有施設の再生可能エネルギーの導入・利用など県庁による率先
した取組が予定どおり進捗していることなどから、県の一次評価
は妥当であり、「概ね順調に進んでいる」と評価します。 
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テーマ プロジェクト名 総合計画審議会による二次評価のポイント 

Ⅲ
 

自
分
ら
し
く
生
き
ら
れ
る
神
奈
川 

9  生活困窮 

概ね順調に進んでいます。 
「生まれ育った環境にかかわらず誰もが夢や希望を持てる社

会だ」と思う人の割合などの指標が悪化しているが、子ども・
若者の居場所や見守り拠点の整備、ひとり親家庭や困難な問題
を抱えた女性等への支援体制の整備といった取組が予定どおり
進捗していることなどから、県の一次評価は妥当であり、「概
ね順調に進んでいる」と評価します。 

10  共生社会 

やや遅れています。 
指標の動向が全体的に悪化していることに加え、「ともに生

きる社会かながわ憲章」の理念の普及啓発や障がい児・者が望
むくらしの実現に向けた取組に遅れが出ていることなどから、
県の一次評価は妥当であり、「やや遅れている」と評価します。 

Ⅳ
 

安
心
し
て
く
ら
せ
る
神
奈
川 

11  くらしの安心 

概ね順調に進んでいます。 
安心してくらせる神奈川を目指す中、「自主防犯活動団体の

登録数」などが目標に達していないが、犯罪被害者等への支援
や交通事故防止対策、消費者トラブルの未然防止といった取組
が予定どおり進捗していることなどから、県の一次評価は妥当
であり、「概ね順調に進んでいる」と評価します。 
 

12  危機管理 

順調に進んでいます。 
ビッグレスキューの実施などによる災害救助対応力の強化

や、緊急一時避難施設の指定促進といった国民保護対策のほか、
大規模災害時における応急対応機能の確保といった取組が予定
どおり進捗していることなどから、県の一次評価は妥当であり、
「順調に進んでいる」と評価します。 
 

Ⅴ
 

神
奈
川
を
支
え
る

基
盤
づ
く
り 

13  都市基盤 

概ね順調に進んでいます。 
「自動車専用道路などの供用箇所数」が目標に達していない

が、指標の動向は改善傾向にあり、また、鉄道駅におけるホー
ムドアの設置や、県営住宅の建替えといった誰もが安心してく
らせる住宅の確保の取組が予定どおり進捗していることなどか
ら、県の一次評価は妥当であり、「概ね順調に進んでいる」と
評価します。 
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Ⅱ 国の「燃料電池商用車の導入促進に関する重点地域」への選定について 

県では、神奈川県地球温暖化対策計画に基づき、人流・物流のゼロカーボ

ン化に向けて、走行時にＣＯ２を排出しない燃料電池自動車（以下「ＦＣＶ」

という。）の車両導入や水素ステーションの整備を促進している。

また、昨年３月に県内の産学公が連携して策定した「神奈川の水素ビジョ

ン」においても、充填時間が短く、航続距離が長いというＦＣＶの特長を踏

まえ、「乗用車の普及に加えて、バスやトラックなどの商用車の普及を進め

る」こととしている。

 そうした中、国が官民一体となり先行的な燃料電池商用車（以下「商用Ｆ

ＣＶ」という。）の需要創出や周辺需要の喚起を図っていく「重点地域（中

核地方公共団体）」として本県が選定されたので、その概要について報告す

る。 

１ 重点地域について 

(1) 定義

運輸部門におけるＣＯ２排出削減に向け、大型商用車等の潜在需要を

踏まえて相当程度の商用ＦＣＶの需要が見込まれるとともに、その普及

に向けた地方公共団体の意欲的な活動があり、商用ＦＣＶの導入や水素

ステーションの整備を2030年度までの期間において先行的に推進してい

く地域

(2) 国による支援内容

重点地域のうち、特に意欲的な活動が見られる都道府県を「中核地方

公共団体」とし、水素ステーションの運営費等への集中的な支援を実施 

  ＜中核地方公共団体への支援＞ 

ア 水素ステーション整備費補助金

補助率２／３

※ 中核地方公共団体以外の場合は、補助率１／２

イ 水素ステーション運営費補助金

商用車水素充填量１ｋｇあたり約700円を追加的に支援

２ 募集期間 

令和７年３月27日～令和７年４月15日 
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３ 選定結果等 

(1) 選定日

令和７年５月19日

(2) 選定結果

６つの地方公共団体を中核とする５つの重点地域が選定され、本県は

東京都とともに関東重点地域の「中核地方公共団体」に選定された。 

重点地域 東北 関東 中部 近畿 九州 

中核地方 

公共団体 

福島県 東京都及び

神奈川県 

愛知県 兵庫県 福岡県 

４  本県の商用ＦＣＶの導入促進に関する主な取組 

重点地域の趣旨を踏まえ、高く意欲的な商用ＦＣＶの導入目標（県内の

普通貨物車及び乗合用普通車の合計（令和５年度）の３％以上）を設定し、

次の取組を進める。 

ＦＣ小型トラック ＦＣ大型トラック ＦＣバス 計 

2030年度末 2,960台 340台 100台 3,400台 

112,628台（県内の貨物用普通車及び乗合用普通車の合計（令和５年度））×３％ 

＝3,379台 

(1) 官民一体の取組の推進

商用ＦＣＶの普及拡大及び水素ステーションの整備促進に向けた方

策等について検討するため、令和６年11月、自動車メーカーや水素ス

テーション運営事業者、物流事業者、国・自治体が一堂に会する「商

用ＦＣＶ・水素ステーションワーキンググループ」を設置し、商用Ｆ

ＣＶの普及拡大に向けた検討を進めており、引き続き、関係者と連携

して取組を推進する。

(2) 集中的に取り組むエリア

水素ステーション整備等に向けて、集中的に取り組む２つのエリア

として、京浜臨海エリア及び県央エリアを中心に検討を進める。 

(3) 商用ＦＣＶの導入等に関する支援の拡充

商用ＦＣＶの導入等に向けて、令和７年度予算において支援を拡充

したところであり※1、国の支援と合わせて活用を促すことで、事業者

の取組を後押しする。 
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※１ 令和７年度の商用ＦＣＶの導入促進等に関する支援

支援 補助率 補助上限額 (参考)国の支援 

ＦＣトラック導入費・燃料費等

補助金※２ 
１／４ 

850万円(導入) 

105万円(燃料) 
補助率３／４（導入) 

水素ステーション整備費 

補助金 
４／５ 4,200万円※３ 

補助率２／３ 

（中核地方公共団体以外：補助率 １／２） 

水素ステーション運営費 

補助金 
定額 

【新設】2,000万円 

【既設】1,000万円 

補助率２／３ 

(上限4,500万円) 

商用車水素充填量1kgあたり約700

円を追加的に支援 

（中核地方公共団体のみ） 

上記のほか、ＦＣトラックの自動車税種別割減免を実施（県の補助を受けた車両を対象に最大
５年度分全額減免） 

※２ ディーゼル車両との差額に対する補助
※３ 定置式水素ステーションが設置されていない市町村に新たに整備する場合や大型ＦＣ車

両に充填可能な水素ステーションを整備する場合 

○新  

○新  
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Ⅲ 「かながわ水源環境保全・再生基本計画」素案について 

水源環境の総合的な保全・再生を図るため、平成17年11月に策定した「か

ながわ水源環境保全・再生施策大綱」（以下、「大綱」という。）が令和８

年度末に計画期間が終了することから、令和９年度以降の水源環境保全・再

生施策に係る新たな計画の策定を進めてきた。 

その新たな計画のたたき台について、令和７年２月の当常任委員会に報告

したところであるが、このたび、このたたき台を基に、新たな計画となる

「かながわ水源環境保全・再生基本計画」の素案（以下、「計画素案」とい

う）を取りまとめたので報告する。 

１ 経緯 

令和６年３月に水源環境保全･再生かながわ県民会議から、これまでの

取組の総合的な評価と大綱期間終了後の取組に関する提言が県に提出され、

同年８月に開催した県民フォーラムや同年７月と12月に実施した市町村ヒ

アリングにより、県民・市町村の意見を伺いながら、新たな計画について

検討を進めてきた。

そして、本年２月に市町村からの要望を受け、３月に県・市町村首長会

議を立ち上げ、新たな計画（素案）について全市町村と議論をさらに重ね

てきた。 

２ 県・市町村首長会議の結果 

(1) 第１回県・市町村首長会議

ア 開催日 令和７年３月24日

イ 結果概要

「令和９年度以降の水源環境保全・再生施策の考え方」について県

から全市町村長に説明した。具体の内容については、ワーキンググル

ープを設置して今後議論していくことで合意した。 

県・市町村

首長会議 

幹事会 

（部長級） 

ワーキンググループ

（主管課長級）

森林グループ 

水グループ（河川・地下水） 

生活排水グループ 

企画・県民参加グループ 【33市町村】 【33 市町村】 
【対象：33 市町村】 

【対象：19市町村】 

計画全体（理念や施策推進に当たっての基本的な考え方等） 

水源地域・都市部県民との交流事業等の検討 

森林関係事業の検討 

河川水路整備、 

地下水保全事業の検討 

生活排水対策事業の検討 
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(2) ワーキンググループ会議

ア 開催期間 令和７年４月８日～令和７年４月30日 延べ15回

イ 結果概要

・ 計画素案の内容について、議論を重ね、合意が図られた。

・ 事業の具体的な運用については、引き続き、県と市町村で議論を

深めていく。

ウ 計画素案に対する主な意見及び計画素案への反映状況

主な意見 
計画素案への 

反映状況 

【森林関係】 

契約期間が残る協定林等の継続的な整備が必要 

反映済 
契約満了の協定林の支援継続 

長期施業受委託制度の継続的な支援が必要 

人工林の植替や花粉症対策苗木等の生産 

契約が満了する協定林の整備履歴について市町

村にも提供してほしい。 

別途対応 

（事業の運用面

であることから

別途対応） 

管理放棄・荒廃が進む里山の保全再生に関し

て、竹林や広葉樹の整備などについて補助の対

象を拡大してほしい。 

反映済 

（拡充の範囲や

運用については

引き続き検討） 

【水関係】 

水源地域 19 市町村の協力の下、絶え間ない努力

により、取組の成果が表れた旨を素案に入れて

ほしい。 

反映済 

地下水のかん養に影響のある河川の PFAS 調査を

対象にしてほしい。 

未反映 

（因果関係を科

学的に明らかに

した上で対応） 

【都市部住民との交流】 

交流事業も含めて一番の担い手は水源地域の地

域住民であるから、「地域住民」などの言葉を

入れ、地域住民の活動も対象であることがわか

るように明記してほしい。 

反映済 
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水源地域を守るのは「人」であるため、担い手

確保の視点や水源地域を支えている市町村の地

域振興につながる視点について入れてほしい。 

反映済 

（一部表現など

を修正） 

(3) 第２回県・市町村首長会議

ア 開催日 令和７年５月23日

イ 結果概要

各ワーキンググループにおける検討結果について、県から説明する

とともに、「水源環境保全・再生基本計画（素案）」について意見交

換を行い、市町村との合意が図られた。 

具体的な事業内容については、引き続き、市町村と意見交換を行い

ながら検討していくこととした。 

３ 計画素案の概要 

 別紙のとおり 

４ 今後のスケジュール（予定） 

令和７年７月 県民意見募集（計画素案） 

  ９月 県議会に計画案及び実行５か年計画素案を報告 

12月 県議会に実行５か年計画案を報告 

県税条例改正案の提出 

令和９年４月 新たな計画に基づく水源環境保全・再生施策及び 

個人県民税の超過課税を開始 

《参考資料２》 

かながわ水源環境保全・再生基本計画（素案） 

《参考資料３》 

令和９年度以降の水源環境保全・再生施策の考え方について 

（令和７年度第１回神奈川県議会定例会環境農政常任委員会報告資料抜粋） 

-10-



( )

1
-11-



2

2001 13

2007 19
20

3

86.6 96.0

-12-



4

PFAS

6
-13-



7

8

2027 20

-14-



9

11

H15 >

(20% )

-15-



12

13
-16-



14

15

3 

-17-



16

3 

17

3 

-18-



18

20

19

20

-19-



21

2003 15
44.0 76.7 2023

22

PFAS

-20-



23

24

3 

PFAS

-21-



25

3 

76.7

2026

26

20

PFAS

-22-



28

29
-23-



30

32

plan do check action

-24-



Ⅳ 県立花と緑のふれあいセンター（花菜ガーデン）の現状について 

県立花と緑のふれあいセンター（花菜ガーデン）は、ＰＦＩ方式により施

設の整備及び管理・運営を行っており、平成22年３月に開園し、令和７年３

月に開園15周年を迎えた。 

ＰＦＩ事業の契約期間が残り５年を切る中、運営の現状について報告する。 

１ 施設の概要 

(1) 設置目的

観賞植物等の収集展示、野菜・果樹等

の栽培状況の展示を行い、県民が花き園

芸その他農業に親しみ、農業の大切さを

理解し、花と緑を暮らしの中に取り入れ

るための情報を得る場を提供する。 

(2) 所在地

平塚市寺田縄496-1（平塚駅からバスで約20分＋徒歩約５分） 

(3) 敷地面積

約92,000㎡

(4) 事業形態・事業期間

ＰＦＩ事業契約（平成19年３月～令和12年３月）により、施設の建設

から運営まで事業者が実施。 

（設計・建設期間）平成19年３月～平成22年２月 

（維持管理・運営期間）平成22年３月～令和12年３月 

(5) 事業者

株式会社かながわＧＡパートナーズ（特別目的会社、代表企業：株式

会社グリーンアンドアーツ） 

(6) 利用料金

ア 入園料金（令和７年度）

区分 
ピークシーズン 

（５月） 

レギュラーシーズン

（２～４・６～12月） 

スローシーズン

（１月）

大人(20～64歳） 1,000円 700円 200円 

シニア（65歳以上） 700円 500円 100円 

中人（学生・高校生・

20歳未満） 
600円 400円 100円 

小人（小中学生） 400円 300円 100円 

幼児(未就学児） 無料 

年間パスポート 大人・中人・シニア2,800円、小人900円 

フラワー

ゾーン

アグリ

ゾーン

めぐみの 

研究棟 

ゾーン
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イ 駐車場利用料金

普通車：500円／回、大型車：1,520円／回

ウ 会議室利用料金

会議室：110円／１時間

２ 近年の運営状況 

令和２年度に魅力アップ対策事業として、フォトスポットや屋外ステー

ジなどの施設整備を行った。 

整備した施設を活用し、事業者の持つノウハウを最大限発揮した数々の

新規事業（※）を実施している。 

（※ハロウィンイベント、夏季の水遊び企画、地元団体と連携した盆踊り大会など） 

(1) 入園者数の推移

・魅力アップ対策事業で整備した施設を活用することでイベントの幅が

広がり、ファミリー層の集客が増えるなど好循環が創出されている。

・令和３年度以降は年間20万人以上の入園者数を確保し、ほぼ計画どお

りの運営を維持している。

年度 
入園者数 

実績(A) 提案書計画(B) 対計画比(A/B) 

Ｈ27年度 188,589人 230,082人 82.0％ 

Ｈ28年度 171,149人 228,395人 74.9％ 

Ｈ29年度 148,136人 226,969人 65.3％ 

Ｈ30年度 145,026人 225,571人 64.3％ 

Ｒ１年度 135,750人 224,237人 60.5％ 

Ｒ２年度 116,397人 222,821人 52.2％ 

Ｒ３年度 209,481人 221,430人 94.6％ 

Ｒ４年度 226,338人 220,106人 102.8％ 

Ｒ５年度 212,673人 218,790人 97.2％ 

Ｒ６年度 212,609人 217,505人 97.7％ 

屋外ステージ（花菜ステージ） フォトスポット（富士山ベンチ）
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(2) 収支状況

・施設の建設費、維持管理・運営費及び修繕・更新費に係る県の支払額

は、契約に基づき予め規定している。

【維持管理・運営費について】

収入：利用料金等（入園料金、駐車場利用料金等）及び県の負担額 

支出：施設の維持管理・運営に要する費用（運営費、植栽費、人件

費、光熱水費等） 

・毎年度の県の負担額は、契約で規定されている年度ごとの「支出見

込額」から「利用料金等の収入見込額」を差し引くことで決定され

ており、実績段階で支出や収入が変動した場合のリスクは原則とし

て事業者が負うこととされている。

＜契約上の規定＞

      

＜直近（令和５年度）の実績＞ 

・令和５年度の実績では、支出については、事業者努力により実績額が

見込額より抑えられているが、利用料金等の収入については、ほぼ計

画どおりの入園者数を確保できたにも関わらず、実績額が見込額を下

回り、結果として収支差額が赤字となっている。

・契約期間が残り５年を切る中、次期事業者の募集を見据えると、募集

手続き開始予定の令和10年度までに、健全な財務状況での施設運営が

可能となるよう、対策を検討する必要がある。

３ 今後のスケジュール 

令和８～９年度 現行契約期間に係る事後評価の実施及び次期事業手法

の検討 

令和10年度   次期事業者の募集手続き開始 

  令和12年度   新たな事業者による運営開始 

支出見込額 
(約２億円／年) 

利用料金等の 

収入見込額 
(約１億３千万円／年) 

県の支払予定額

(約７千万円／年) 
＝ － 

収支差額 

△1,258万円

県の支払実績額 

7,511万円 

支出実績額 

18,696万円 

利用料金等の 

収入実績額 

9,927万円 
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Ⅴ 横浜農業合同庁舎の再整備事業について 

横浜農業合同庁舎は、本館（昭和43年築）、旧館（昭和35年築）を始め主要

な建物の築年数が50年を超過し老朽化が著しく進んでいることから、設計施

工一括発注方式（デザインビルド、以下「ＤＢ方式」という）による再整備

を行う。 

１ 施設の概要 

(1) 所在地 横浜市緑区三保町2076

(2) 敷地面積 2,737.34㎡

(3) 延床面積 1,842.25㎡（10棟）

本館：933.46㎡ 旧館：312.77㎡ 等

(4) 入庁組織

横浜川崎地区農政事務所、農業技術センター横浜川崎地区事務所、県

央家畜保健衛生所東部出張所の３機関が入庁している。 

  ＜入庁組織の概要＞ 

  

２ 取組状況 

令和６年度にアドバイザリー業務委託を実施し、施設整備に係る要求水

準書などの入札公告資料を作成した。 

また、建替工事期間中の入庁機関の業務は、近隣の県有施設に移転して

継続することとした。 

＜要求水準書に規定した主な内容＞ 

・現在の３機関を入庁機関として、現在地に延床面積2,200㎡程度の庁舎

を整備するとともに、横浜・川崎地区における家畜伝染病の発生に備

えるため、資機材の備蓄倉庫、輸送用車両の駐車・進入スペース等を

整備する。 

・建替に当たっては、神奈川県産木材の利用促進に資するため、庁舎は

木造とし、使用する木材のうち概ね50％以上を神奈川県産とする計画

とする。

・脱炭素化に向けては、ＺＥＢ Ｒｅａｄｙ以上の認証を取得するととも

機関名 横浜川崎地区農政事務所 
農業技術センター 

横浜川崎地区事務所 

県央家畜保健衛生所 

東部出張所 

主な業務 

横浜・川崎地区の地域農政

の推進、 

県内全域の国有農地の管

理 等 

横浜・川崎地区の農業従事

者への生産技術や経営改

善のための指導・支援 等 

横浜・川崎地区の畜産環境

対策の指導、飼育動物診療

施設の指導 等 

令和７年度 

職員数 
20名 13名 ４名 
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に、可能な限り太陽光発電設備を設置することとする。 

３ 今年度の予定 

令和７年度は、ＤＢ方式による再整備事業について６月に入札を公告し、

年度内に事業者を決定する。 

４ 今後のスケジュール（予定） 

令和７年10月 技術提案書の提出期限 

12月 常任委員会へ入札経過について報告 

落札者決定・仮契約締結 

令和８年２月 令和８年第１回定例会に契約に関する議案提出 

３月 本契約締結 

（以降、令和12年度まで設計・建替工事） 

令和13年度  供用開始 
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Ⅵ 「GREEN×EXPO 2027」に向けた取組について 

令和９年に本県で開催される2027年国際園芸博覧会「GREEN×EXPO 2027」

について、県は、開催地の自治体として出展を行うこととし、令和６年10月

にとりまとめた「神奈川県出展基本構想」に基づき、準備を進めている。 

そこで、「GREEN×EXPO 2027」に向けた県出展の準備状況及び県内における

機運醸成の取組状況等について報告する。 

１ 「GREEN×EXPO 2027」の概要 

(1) 開催期間

令和９年３月19日から令和９年９月26日まで（192日間）

(2) 開催場所

旧上瀬谷通信施設（横浜市瀬谷区・旭区）

(3) 博覧会区域の面積

約100ha（うち会場区域 約80ha）

(4) 有料来場者数

1,000万人以上（想定）

(5) 開催主体

公益社団法人2027年国際園芸博覧会協会

２ 「神奈川県出展基本構想」の概要 

(1) 出展のテーマ

ア メインテーマ

“Vibrant INOCHI”一人ひとりの“いのちが輝く”

花や緑、農などの植物、自然を通じて、一人ひとりの“いのちが輝く”

喜びや感動を伝え、自然も人もともに輝く、持続可能な社会を創造する。 

イ サブテーマ

① 共生社会の実現

「ともに生きる社会かながわ憲章」の理念に基づき、誰もが支え

合い、受け入れ合う共生社会の実現に向けた取組を展開する。 

・ 「ともに生きる」の普及、農福連携、Gardens for Everybody 等

② 持続可能な社会づくり

未来の「いのち」を守り、支え、育む「自然の恵み」を次世代に

引き継ぐ取組を展開する。 

・ 脱炭素社会、循環型社会、生物多様性、スマート農業 等
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③ 未病（ME-BYO）の改善

心身をより健康な状態に近づけていく「未病（ME-BYO）の改善」

に注目し、その取組を発信する。 

・ 未病改善、食育 等

(2) 県出展エリアの概要

○ 計画敷地は、会場西側エリアの北側で、ゲートから300ｍ程度に位置

するとともに、主動線に接し、来場者がアクセスしやすい場所。

○ 敷地面積は約5,000㎡で、屋内施設（約700㎡）と屋外庭園で構成。

(3) 県出展の構成

ア 屋外展示

庭園を中心にテーマを分かりやすくイメージさせる、印象的なシン

ボル展示を行う。 

イ 屋内展示

屋外展示と連動しながら、県が推進する施策（共生社会の実現、持続

可能な社会づくり、未病（ME-BYO）の改善など）をより深く理解して

もらえるよう、展示内容や手法を検討する。 

ウ 催事

“Vibrant INOCHI”パフォーマンスを制作・上演するほか、県による

主催催事、県内市町村やその他主体による催事を企画・実施する。 

３ 推進体制 

○ 「GREEN×EXPO 2027」における県出展や機運醸成等の取組を推進する

ため、令和７年４月に、農業振興課内に国際園芸博覧会推進室を設置した。 

○ 「GREEN×EXPO 2027」に向けて、庁内関係機関相互の緊密な連携を

図り、総合的かつ効果的に推進するため、知事を本部長とし、各局長等

を構成員とする「GREEN×EXPO 2027推進本部」を設置した。

４ 県出展の準備状況（環境農政局） 

(1) 2027年国際園芸博覧会神奈川県出展事業委託契約の締結

ア 委託業務名称 2027年国際園芸博覧会神奈川県出展事業

イ 委託業務箇所 旧上瀬谷通信施設（横浜市旭区・瀬谷区）

ウ 委託契約者名 ＤＳＨ神奈川県出展事業特定建設工事共同企業体

代表者 株式会社電通ライブ 

代表取締役社長執行役員 髙木 正彦 
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エ 委託契約金額 15億7,300万円 

オ 委託契約締結日 令和７年３月25日

(2) 「GREEN×EXPO 2027推進本部」の開催

令和７年６月９日に「第１回 GREEN×EXPO 2027推進本部」を開催し、

各局の取組状況や県出展、機運醸成の今後の進め方等について共有した。 

(3) 市町村展示の募集

ア 屋外展示

(ｱ) 募集期間 令和７年５月１日から令和７年５月23日まで

(ｲ) 応募状況 県内３市町村から応募あり

イ 屋内展示

募集期間 令和７年５月１日から令和７年６月27日まで 

(4) 今後のスケジュール（予定）

令和７年６月～12月 展示内容の検討 

令和８年１月～３月 基本設計・基盤整備 

４月頃～ 屋外庭園の造園、屋内展示施設の建築工事 

令和９年１月頃～ 屋外庭園の植栽、屋内展示の設置・施工 

３月19日 開幕 

５ 機運醸成の主な取組（環境農政局） 

(1) 「GREEN×EXPO 2027応援団」による機運醸成

本県にゆかりのある著名人や団体を中心に「GREEN×EXPO 2027応援団」

を結成し、イベント等でＰＲを実施。（令和７年６月現在 24名、９団体） 

氏名、団体名 実 施 日 イベント名等

全員 令和６年９月制作 応援メッセージ動画 

田崎 日加理 令和６年10月10日 
パリ2024オリンピック・パラ

リンピック神奈川県祝賀会 

金子 桃 

ほか２名 
令和６年12月15日 

全国高校生花いけバトル 

神奈川大会2024 

かながわ緑の大使 令和７年５月３日 県庁本庁舎一般公開 

白井 貴子 令和７年５月４日 
横浜フラワー＆ガーデン 

フェスティバル2025

熊本 マリ 令和７年５月25日 ピアノコンサート
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(2) 県主催（共催）イベント、県有施設等による機運醸成

ア 県主催（共催）イベント等

イベント名等 実 施 日 内 容 

県庁本庁舎一般公開 
令和６年５月３日 ＰＲブース 

スタンプラリー等 令和７年５月３日 

緑の祭典2024inさがみはら 令和６年５月26日 ＰＲブース 

ベトナムフェスタin神奈川

2024 
令和６年９月６日 ＰＲブース 

神奈川県花き展覧会 
令和６年11月23日 

24日 

ＰＲブース 

フォトスポット 

デフリンピック１年前イベント 令和６年11月30日 ＰＲブース 

農業技術センター施設公開 令和７年４月19日 
ＰＲブース 

スタンプラリー等 

イ 県有施設を活用した機運醸成

施 設 名 内 容 

花菜ガーデン フォトスポット設置

大船フラワーセンター 
フォトスポット設置

花壇植栽体験プログラム 

相模原公園 寄せ植え講座 

四季の森公園 壁面花壇への植栽 

茅ヶ崎里山公園 寄せ植えワークショップ 

秦野戸川公園 チューリップ植え付け

神奈川県民センター カウントダウンボードの設置

あーすぷらざほか35か所 GREEN×EXPO 2027のぼり旗の設置 

ウ 子どもを対象とした花育教室

実施場所 実 施 日 内 容 

県庁(庁舎公開） 
令和６年５月３日 

フラワーアレンジメント
令和７年５月３日 

茅ヶ崎里山公園 令年６年５月19日 たねダンゴ教室 

生田緑地 令和６年12月14日 クリスマスリース作り

横浜南部市場 令和６年12月30日 洋花アレンジメント 

大和市シリウス 令和７年３月23日 フラワーアレンジメント 
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(3) 市町村等と連携した機運醸成

イベント名等 実 施 日 内 容 

開成町あじさいまつり 
令和６年６月15日～16日 

ブース出展 
令和７年６月７日～８日 

小田原フラワーガーデン 年間５回 
モスボール

づくり

ローズフェスタ2025 

（綾瀬市） 
令和７年５月24日 ブース出展 

(4) 多様な主体と連携した機運醸成

ア 全国都市緑化かわさきフェアにおける花壇、モニュメントの出展

（国際園芸博覧会協会、横浜市との共同出展）

・ 秋開催（令和６年10月19日～11月17日：30日間）

・ 春開催（令和７年３月22日～４月13日：23日間）

イ 全国高校生花いけバトル2024神奈川大会～青春輝け！GREEN×EXPO

2027への扉～の開催（令和６年12月15日）

ウ 「かながわの花展」における県内花き生産者団体によるＰＲ

（令和６年10月～令和７年１月、県内12か所）

エ 県内50団体（自治会等）の花壇に応援看板を設置

(5) メディアを活用した機運醸成

番組名等 放送（放映）日 

ＬＩＧＨＴ ＵＰ ＫＡＮＡＧＡＷＡ 

（ＦＭヨコハマ） 

令和６年５月９日 

令和７年５月１日 

カナフルＴＶ（ＴＶＫ） 令和６年11月３日 

デジタルサイネージ等（ミナカ小田原ほか 

18か所）におけるＰＲ動画放映 

令和６年６月～ 

令和７年６月 

-34-


	01_【未定稿】「新かながわグランドデザイン評価報告書2024（番号繰り下げ）
	02脱炭【重点地域】_(0613修正)提出版【６月常任報告資料,脱炭素戦略本部室】国の「燃料電池商用車の導入促進に関する重点地域」への選定について
	03_☆「かながわ水源環境保全・再生基本計画」素案について02（局長調整後）
	03別紙２アップ_☆【別紙】かながわ水源環境保全・再生基本計画（素案）について
	04農政【花菜ガーデン】_0610総務室仮提出_（案）【花菜ガーデン】常任報告資料（R7②）v2
	05農政【横浜農業合庁】_0611総務室提出_【横浜農業合庁再整備】常任報告資料（R7②）
	06_常任報告資料（園芸博）



